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地域共生社会を目指した包括的な支援体制の整備
暮らしにおける人と人とのつながりが弱まる中、地域住民や地域の多様な主体が、住民一人ひとりの暮らしや生きがい、地域を共に作っていく社会（地
域共生社会）を目指していく必要がある。

なぜ地域共生社会を目指すのか
＜いま起こっていること＞
• 世帯構造の変容
• 共同体機能の脆弱化
• 人口減による担い手不足

＜対応できていないニーズ＞
• 世帯の複合問題

本人または世帯の課題が複合（8050、ダブルケア
等）

• 制度の狭間
制度の対象外、基準外、一時的なケース

• 自ら相談に行く力がない
頼る人がいない、自ら相談に行くことが困難
社会的孤立、排除
周囲が気づいていても対応が分からない
「貧困」「生活困窮」が絡むケースも多い

地域共生社会を目指すには

〇縦割りという関係を超える
• 制度の狭間の問題に対応
• 介護、障がい、子ども、生活困窮
といった分野がもつそれぞれの専
門性をお互いに活用する

• 関係機関、関係者のネットワーク
の中で対応するという発想へ

〇「支え手」「受け手」という関係を
超える

• 一方向から双方向の関係性へ
〇「世代や分野」を超える

• 地域住民や多様な主体が「我が
事」として参画し、世代や分野を
超えて「丸ごと」つながる

その人らしい生活を送ることのできる
社会（地域共生社会の実現）

誰もが役割を持ち、お互いが配慮し存
在を認め合い、そして時に支え合うこ
とで、孤立せずにその人らしい生活を
送ることができる社会

社会福祉法における事業の関係性
平成29年社会福祉法改正

○ 社会福祉法に地域福祉推進の理念を規定するとともに、この理念の実現のために市町村が包括的
な支援体制づくり（※）に努める旨を規定。（法106条の３）

（※）包括的な支援体制づくりの具体的な内容
• 地域住民の地域福祉活動への参加を促進するための環境整備
• 住民に身近な圏域で、様々な地域生活課題への相談に応じる体制づくり
• 支援関係機関が連携して地域生活課題の解決に向けた支援を行う体制づくり

令和２年社会福祉法改正
○ 市町村において、既存の相談支援等の取組を活かしつつ、地域住民の抱える課題の解決のための包
括的な支援体制の整備を行うための「重層的支援体制整備事業」を創設し、その財政支援を規定

＜「地域共生社会に向けた包括的支援と多様な参加・共同の推進に関する検討会」最終とりまとめで示された方向（R1.12）＞
・本人・世帯が有する複合的な課題を包括的に受け止め、継続的な伴奏支援を行いつつ、適切に支援していくため、
市町村による包括的な支援体制において「①断らない相談支援」「②参加支援」「地域づくりに向けた支援」を一体
的に実施 ２
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⑤多機関協働

総合的な支援調整の場（つながる場）
区保健福祉センター職員 ・区社協 ・主たる相談支援機関 ・地域関係者・医療関係者 ・教育関係者 など関連する相談支援事業者等にて個別の支援方針を調整する

・地域活動支援センター
・地域子育て支援拠点事業
・地域介護予防活動支援事業

③地域づくり支援

生活支援
コーディネーター

・地域における見守りネットワーク強化事業
・生活支援体制整備事業
・地域福祉活動支援事業（区社協）
・生活困窮者自立相談支援事業

①包括的相談支援

【高齢】
地域包括支援センター

【障がい】
障がい者基幹相談支援センター

など

【子ども】
子育て支援室

など

【生活困窮】
生活困窮者

自立相談支援機関

各福祉分野や多機関協働による支援
④アウトリーチ等を通じた

継続的支援

本市における包括的な支援体制イメージ

地域における
見守りネットワーク強化事業

・見守り相談室（CSW) ・地域福祉コーディネーター
・民生委員 ・児童委員 ・ボランティア ・地域住民
・ライフライン事業者（電気・ガス・水道）

区社協

地域における見守りネットワーク強化事業
（個別ケースを地域資源につなぐ）

福祉ボランティア
コーディネーション事業

地域福祉活動支援事業
（区社協）

ボラン
ティア

通いの場

地域活動

子育て
プラザ 各サロン

子ども
食堂

地域活動
支援センター

就労

見守り
相談室

区保健福祉
センター

自ら支援を求められない、あるいは否定的な人への支援

社会とのつながりや参加を支援する機能

複合的な課題等を抱えた世帯を的確に支援するため、分野を超えた連携体制の構築

４

その他の
相談支援機関

見守り相談室
CSW

コミュニティワーカー
（区社協）

②参加支援

地域課題について話し合う場
各区に設置されている既存の会議等を活用し、個別事例から見えてきた地域課題について連携し、地域資源の開発に活かす

（ケースから地域資源の開発を行う）

包括的に相談を受け止め
支援機関のネットワークで

対応する

交流できる場や居場所づくり



大阪市における包括的な支援体制の整備について

重層的支援体制整備事業交付金に係る見直し

１ 重層的支援体制整備事業実施の必要性の確認
２ 多機関協働事業等による支援実績件数の公表、支援実績件数が少ない場合の状況確認
３ 多機関協働事業等に対する交付金の適正な執行 （一定期間経過後については交付終了等とする）
４ 多機関協働事業等に係る交付基準額の見直し
５ 多機関協働事業等の重層的支援体制整備事業実施要綱における取扱いの明確化

（既存の事業に要する費用等を移し替えている場合は、査定を行う。）

５

国が行った見直しを踏まえ、改めて本市における事業実施を検討したが、これまで本市では包括的な支援体制の整備に向け、
国に先行して実施してきた事業もあり、国の示す枠組みに則した事業実施が困難であるとともに、今回の通知にあるとおり、既
存事業の移し替えは交付金の減額査定対象となりメリットが少ないことから、今後も国の方針が変わらない限り、事業としての
実施は行わないこととする。

「参加支援」の視点・観点を持って、「相談支援」「地域づくりに向けた支援」を取り組むことで、つまり一
体的に実施することで、最終的に地域での“居場所”や“持ち場”へとつなげていくため、各分野において、
引き続き第３期大阪市地域福祉基本計画に基づき取組を進めていく。

包括的な支援体制の充実に向けて

これまで本市では包括的な支援体制の整備に向け、そのツールの一つである重層的支援体制整備事業の導入を検討してきた。
その実施には、国が示す事業の枠組みに則した事業実施が必要となるが、本市では先行して実施してきた事業もあり、即時に対
応することはできず、令和７年度からの事業実施は見送ることとした。（令和６年10月21日 地域福祉連絡会議より）

そのような中、国においては、令和７年度より重層的支援体制整備事業交付金の見直しを行うことが示された。

事業実施に対する本市の方針



大阪市における包括的な支援体制の整備について

今後の進め方

（１）包括的支援体制の充実に向けた検討部会における協議
事業検討のために設置した「重層的支援体制整備事業のあり方検討部会」については、「包括的支援体制の充実に向けた検討部
会」に名称を改め、引き続き連携手法等について、検討・協議をしていく。（作業チーム会議は廃止）
【開催頻度】随時
【主な議題】包括的な支援体制の充実に向けて必要な事項等

（２）社会福祉法に規定される「支援会議」に関する国への要望
現在、重層的支援体制整備事業の実施自治体のみが開催できるとされている「支援会議」について、事業の実施有無にかかわら
ず活用できるよう国へ要望していく。（他の自治体や国の有識者会議においても同様の要望・提言がなされている）

（３）本市の包括的な支援体制の充実に向けた方針説明・研修の企画
包括的な支援体制の充実のため、地域福祉課にて「区地域福祉計画（地域福祉ビジョン）策定ガイドブック」を作成し、まずは

各区計画策定担当者向けに説明会を実施した。また、大阪市社会福祉協議会にて福祉専門職向けに「社協職員・福祉専門職のため
の参加支援ガイドブック」を作成し、研修を実施すべく準備を進めている。

これらのガイドブック等も活用し、大阪市社会福祉協議会と連携をしながら、各分野の関係機関等や区の担当者に向けた説明や
研修を企画していく。

区地域福祉計画（地域福祉ビジョン）策定ガイドブック
～地域共生社会の実現に向けて～

各区において、包括的な支援体制の基本的な考え方につ
いて理解を深め、地域福祉計画等の策定を通じて、各区
の取組にその考え方を取り入れていただくための手引き
として作成。令和７年１月に各区の計画策定担当者向け
に説明会を実施。
【主な内容】
・社会福祉法における地域福祉計画の位置づけ
・区計画等と市基本計画の関係性
・包括的な支援体制の基本的理解
・包括的な支援体制の見える化のためのワークの紹介
・計画策定の留意点

社協職員・福祉専門職のための参加支援ガイドブック
－相談支援からの参加支援－

地域で暮らす一人ひとりの社会参加を福祉専門職とし
て支援するということを改めて見つめ直し、「相談支
援からの参加支援」に焦点を当て、参加支援を推進す
るうえでの共通するポイント及び備えるべき視点をま
とめたもの。令和７年12月頃の研修実施に向けて準備
を進めている。
【主な内容】
・社会参加・参加支援の理解を深める
・社会的孤立と支援の必要性
・相談支援からの参加支援の全体像
・場づくりを担う地域住民等との連携
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